
６

６
６ ６

６
５

６

２・３・４

―　1　―



６ページ

８ページ

９ページ

10ページ

11ページその他の住宅の新築等 　その他の住宅の新築等に係る住宅
借入金等特別控除

７ページ
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その他の住宅 上記の認定住宅、ZEH水準省エネ住宅、省エネ基準適合住宅のいずれにも該当しな
い住宅をいいます。

条の 19 の３第４項若しくは第６項若しくは第９項の適用を受けるものを除
きます。）により家屋が耐震基準に適合することにつき証明がされたもので
あること
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令和

所得の種類 収 入 金 額 必要経費等 差 引 金 額

整理
番号

収 入 金 額 源泉徴収税額

他都道府県の事務所等

所得
金額

寡婦

死別
離婚

生死不明
未 帰 還

非 課 税 所 得 な ど 損益通算の特例適用前の
不 動 産 所 得

不動産所得から差し引いた
青 色 申 告 特 別 控 除 額

屋 号
住 所

氏 名
フリ ガナ

円

円円円

円

事業用資産の譲渡損失など

第
二
表

円

保 険 料 等 の 種 類 支払保険料等の計 うち年末調整等以外

新 生 命 保 険 料

旧 生 命 保 険 料

新個人年金保険料

旧個人年金保険料

介 護 医 療 保 険 料

円円

損害を受けた資産の種類など

・ ・
円円円源泉徴収税額の合計額

種 目

ひとり親
勤労学生

年調以外かつ
専修学校等

障害者
特別
障害者

特例適用
条 文 等

非上場株式の
少額配当等

給与、公的年金等以外の
所得に係る住民税の徴収方法

障 害 者

特個 同一国外障 特障

続柄氏 名 生 年 月 日

・ ・
明･大
昭･平

個 人 番 号

上記の配偶者・親族・事業専従者
のうち別居の者の氏名・住所

所得税で控除対象配偶者
な ど と し た 専 従 者

円

事業専従者の氏名 個 人 番 号 続柄 生 年 月 日 従事月数･程度･仕事の内容
円明･大

昭･平 ・ ・

年調

国外居住 住宅

地 震 保 険 料

旧長期損害保険料

円円

円円

住 民 税

明･大
昭･平 ・ ・

別居

特個 16障 特障 年調 別居

特個 16障 特障 年調 別居

特個 16障 特障 年調 別居

特個 16障 特障 年調 別居

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

非居住者
の 特 例

配当割額
控 除 額

株式等譲渡
所得割額控除額

寄附先の
名 称 等

寄附金
円

国外

障 害 者

障 特障

続柄 生 年 月 日
明･大
昭･平

個 人 番 号

寡婦・ ・
円

税理士署名・電話番号

（ － － ）

調整

所 得 税 及 び
復興特別所得税年分の の 申告書

○ 所得の内訳（所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額）
給与などの支払者の｢名称｣
及び｢法人番号又は所在地｣等

円 円

所得の種類

50

社
会
保
険
料
控
除

小
規
模
企
業
共
済
等
掛
金
控
除

⑬⑭

⑮
生
命
保
険
料
控
除

⑯
料 

控 

除

地
震
保
険

本人に関
する事項
（⑰～⑳）

○ 雑損控除に関する事項(㉖)
損 害 の 原 因 損 害 年 月 日

損害金額
保険金などで
補塡される
金 額

差引損失額の
うち災害関連
支出の金額

○ 寄附金控除に関する事項(㉘)

○ 配偶者や親族に関する事項（⑳～㉓､34､39､44）

配偶者

その他

○ 事業専従者に関する事項（59）
専従者給与(控除)額

○ 住民税・事業税に関する事項

住
民
税

事
業
税

円 円 円 円
特別徴収 自分で納付

都道府県､市区町村
への寄附

（特例控除対象）
円 円 円 円

退職所得のある配偶者・親族の氏名 退職所得を除く所得金額 その他 寡婦・ひとり親

ひとり親

月
日開始・廃止前年中の

開（廃）業
番
号

氏
名

住
所

氏
名

給
与

税理士法書面提出
30条 33条の2

○ 総合課税の譲渡所得、一時所得に関する事項（⑪）

共同募金､日赤
その他の寄附

都道府県
条例指定寄附

市区町村
条例指定寄附

管
理

区
分

一連
番号

法 項 号

（
令
和
六
年
分
用
）
○
第
二
表
は
、
第
一
表
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
○
国
民
年
金
保
険
料
や
生
命
保
険
料
の
支
払
証
明
書
な
ど
申
告
書
に
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
書
類
は
添
付
書
類
台
紙
な
ど
に
貼
っ
て
く
だ
さ
い
。整

理

欄

申告
区分
特例適
用条文

申告等
年月日 年 月 日

条
の の

所得
種類
申告
期限 年 月 日

補
完

調書方式 金融機関等が税務署に「住宅取得資金に係る借入金等の年末残高等調書」を提出し、国税当局
から納税者の方に住宅借入金等の「年末残高情報」を提供する方式をいいます。

証明書方式 納税者の方が、金融機関等から交付を受けた『住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証明書』
を、確定申告又は年末調整の際に、税務署又は勤務先に提出する方式をいいます。

建築士等 登録された建築士事務所に属する一級建築士、二級建築士又は木造建築士をいいます。

特例対象個人

次のいずれかに該当する方をいいます。
①　年齢が40歳未満、かつ、配偶者を有する方
②　年齢が40歳以上、かつ、年齢が40歳未満の配偶者を有する方
③　年齢が19歳未満の扶養親族を有する方
※　年齢又は配偶者若しくは扶養親族に該当するかどうかの判定は、令和６年12月31日（これ
らの方が年の途中で死亡した場合には、その死亡の時）の現状によります。

※　配偶者、扶養親族の全てが非居住者である場合は、原則として配偶者に係る親族関係書類
又は扶養親族に係る親族関係書類及び送金関係書類を確定申告書に添付する必要がありま
す。なお、親族関係書類又は送金関係書類が外国語で記載されたものである場合は、日本語
訳の添付が必要です。また、扶養控除の適用を受けるために同様の書類を確定申告書に添付
する場合は、提出を省略して差し支えありません。
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○�適用要件に該当するかを確認し、以下の書類をご準備ください。

適　用　要　件 確認欄

1 新築等又は購入をした日から６か月以内に入居している。 □
2 本年の 12 月 31 日（死亡した場合は、その日）まで引き続き居住の用に供している。 □
3 床面積の２分の１以上が専ら自己の居住用である。 □
4 10 年以上の償還期間を有する住宅ローンによって住宅を取得している。 □
5 ２以上の住宅を所有していない（所有している場合は主に居住している住宅である。）。 □
6 入居した年及びその年の前２年・後３年以内において、譲渡所得の課税の特例等

を受けている一定の場合（４ページ）に該当しない。 □
7 住宅の取得等（家屋の敷地の用に供する土地等の取得を含む。）は、その取得時及

び取得後において生計を一にする親族等からでない。 □
8 贈与による住宅の取得でない。 □
※　確認欄のすべてにチェックが入る場合のみ控除を受けることができます。

確定申告書に添付すべき書類
確認欄

調書方式 証明書方式

1 金融機関等から交付された『住宅取得資金に係る借入金の年末残高等
証明書』【原本】 添付不要 □

2 住宅の工事請負契約書又は売買契約書【写し】 添付不要 □
3

住宅の登記事項証明書【原本】
※　不動産番号の記載又は住宅の登記事項証明書【写し】の添付に代える
ことができます。

□

4

（土地の購入に係る住宅ローンについて控除を受ける場合）

土地の登記事項証明書【原本】
※　不動産番号の記載又は土地の登記事項証明書【写し】の添付に代
えることができます。

□
土地の売買契約書【写し】
※　調書方式の場合は、住宅を新築したときのみ添付が必要です。 □ □

5
（補助金等の交付を受けた方）
国や市区町村等からの補助金決定通知書など補助金等の額を証する
書類【原本】

□

6 （住宅取得等資金の贈与の特例（４ページ）を受けた方）
贈与税の申告書など住宅取得等資金の額を証する書類【写し】 □

7
確定申告書に記載したマイナンバー（個人番号）の本人確認書類（マ
イナンバーカード（個人番号カード）の写しなど）
※　確定申告書を提出する際に提示によることもできます。詳しくは、国税庁ホームペー
ジ又は『令和６年分所得税及び復興特別所得税の確定申告の手引き』をご確認ください。

□

※　確定申告書への給与所得の源泉徴収票等の添付は不要です。
　　ただし、税務署等で確定申告書を作成する場合には、源泉徴収票等や登記事項証明書を忘れずに
お持ちください。

➡　ご準備できましたら、６ページ以降の適用する控除のページをご確認ください。

全ての控除の適用に共通する事項共通
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共通 全ての控除の適用に共通する事項（５ページ）

（適用要件３のBに該当する場合）
都道府県・市区町村等の令和６年 12 月 31 日以前に建築確認を受けたことを証す
る確認済証【写し】又は検査済証【写し】

3

○�適用要件に該当するかを確認し、以下の書類をご準備ください。

適　用　要　件 確認欄

1 共通  の適用要件（５ページ）１から８に該当する。 □
2 認定住宅（２ページ）である。 □

3

A・B のいずれかに該当する。 □

A
住宅の床面積（登記事項証明書に表示されているもの）（４ページ）が 50㎡
以上である。

本年分の合計所得金額（４ページ）が、2,000 万円以下である。

B

住宅の床面積（登記事項証明書に表示されているもの）（４ページ）が 40㎡
以上 50㎡未満である。

本年分の合計所得金額（４ページ）が、1,000 万円以下である。

令和６年 12 月 31 日以前に建築確認を受けた住宅である。

※　確認欄のすべてにチェックが入る場合のみ控除を受けることができます。

※　特例対象個人（４ページ）に該当する方は、借入限度額が上乗せとなる特例の適用を受けること
ができます。適用を受けるためには、必要に応じて、配偶者又は扶養親族の氏名、マイナンバー（個
人番号）、続柄及び生年月日を確定申告書第二表に記載します。

※　「認定住宅」は『（特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算明細書』の二面番号「１」の「新
築住宅又は買取再販住宅」欄にて計算します。

➡　ご準備できましたら、12ページの計算明細書の作成へお進みください。
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共通 全ての控除の適用に共通する事項（５ページ）

※　設計住宅性能評価書やBELS評価書、フラット35の適合証明書は、①又は②には
該当しません。

（適用要件３のBに該当する場合）
都道府県・市区町村等の令和６年 12 月 31 日以前に建築確認を受けたことを証す
る確認済証【写し】又は検査済証【写し】

3

が発行する

○�適用要件に該当するかを確認し、以下の書類をご準備ください。

適　用　要　件 確認欄

1 共通  の適用要件（５ページ）１から８に該当する。 □
2 ZEH 水準省エネ住宅又は省エネ基準適合住宅（２ページ）である。 □

3

A・B のいずれかに該当する。 □

A
住宅の床面積（登記事項証明書に表示されているもの）（４ページ）が 50㎡
以上である。

本年分の合計所得金額（４ページ）が、2,000 万円以下である。

B

住宅の床面積（登記事項証明書に表示されているもの）（４ページ）が 40㎡
以上 50㎡未満である。

本年分の合計所得金額（４ページ）が、1,000 万円以下である。

令和６年 12 月 31 日以前に建築確認を受けた住宅である。

※　確認欄のすべてにチェックが入る場合のみ控除を受けることができます。

※　特例対象個人（４ページ）に該当する方は、借入限度額が上乗せとなる特例の適用を受けること
ができます。適用を受けるためには、必要に応じて、配偶者又は扶養親族の氏名、マイナンバー（個
人番号）、続柄及び生年月日を確定申告書第二表に記載します。

※　「ZEH水準省エネ住宅」は『（特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算明細書』の二面番号「３」
の「新築住宅又は買取再販住宅」欄にて計算し、「省エネ基準適合住宅」は二面番号「４」の「新築
住宅又は買取再販住宅」欄にて計算します。

➡　ご準備できましたら、12ページの計算明細書の作成へお進みください。
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共通 全ての控除の適用に共通する事項（５ページ）

5

○�適用要件に該当するかを確認し、以下の書類をご準備ください。

適　用　要　件 確認欄

1 共通  の適用要件（５ページ）１から８に該当する。 □
2 買取再販住宅（３ページ）である。 □
3 住宅の床面積（登記事項証明書に表示されているもの）（４ページ）が 50㎡以上

である。 □
4 本年分の合計所得金額（４ページ）が 2,000 万円以下である。 □
※　確認欄のすべてにチェックが入る場合のみ控除を受けることができます。

➡　ご準備できましたら、12ページの計算明細書の作成へお進みください。
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共通

※　特例対象個人（４ページ）に該当する方は、借入限度額が上乗せとなる特例の適用を受けること
ができます。適用を受けるためには、必要に応じて、配偶者又は扶養親族の氏名、マイナンバー（個
人番号）、続柄及び生年月日を確定申告書第二表に記載します。

1
3

4

全ての控除の適用に共通する事項（５ページ）

（８ページ）

（６ページ）

（７ページ）

○�適用要件に該当するかを確認し、以下の書類をご準備ください。

適　用　要　件 確認欄

1 共通  の適用要件（５ページ）１から８に該当する。 □
2 買取再販認定住宅等（３ページ）である。 □
3 住宅の床面積（登記事項証明書に表示されているもの）（４ページ）が 50㎡以上

である。 □
4 本年分の合計所得金額（４ページ）が 2,000 万円以下である。 □
※　確認欄のすべてにチェックが入る場合のみ控除を受けることができます。

➡　ご準備できましたら、12ページの計算明細書の作成へお進みください。
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共通

1
3

4
等

５

全ての控除の適用に共通する事項（５ページ）

（８ページ）

（８ページ）

（６ページ）

（７ページ）

○�適用要件に該当するかを確認し、以下の書類をご準備ください。

適　用　要　件 確認欄

1 共通  の適用要件（５ページ）１から８に該当する。 □
2 中古住宅（３ページ）である。 □
3 住宅の床面積（登記事項証明書に表示されているもの）（４ページ）が 50㎡以上

である。 □
4 本年分の合計所得金額（４ページ）が 2,000 万円以下である。 □
※　確認欄のすべてにチェックが入る場合のみ控除を受けることができます。

➡　ご準備できましたら、12ページの計算明細書の作成へお進みください。
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○�適用要件に該当するかを確認し、以下の書類をご準備ください。

適　用　要　件 確認欄

1 共通  の適用要件（５ページ）１から８に該当する。 □
2 その他の住宅（３ページ）である。 □

3

A・B のいずれかに該当する。 □

A

住宅の床面積（登記事項証明書に表示されているもの）（４ページ）が 50㎡
以上である。

本年分の合計所得金額（４ページ）が、2,000 万円以下である。

令和５年 12 月 31 日以前に建築確認を受けている、又は令和６年６月 30 日
以前に建築された住宅である。

B

住宅の床面積（登記事項証明書に表示されているもの）（４ページ）が 40㎡
以上 50㎡未満である。

本年分の合計所得金額（４ページ）が、1,000 万円以下である。

令和５年 12 月 31 日以前に建築確認を受けた住宅である。
※　確認欄のすべてにチェックが入る場合のみ控除を受けることができます。

確定申告書に添付すべき書類 確認欄

1 共通 　全ての控除の適用に共通する事項（５ページ）
《確定申告書に添付すべき書類》１から７の書類 □

2

（適用要件３の A に該当する場合）
都道府県・市区町村等の令和５年 12 月 31 日以前に建築確認を受けたこと
を証する確認済証【写し】若しくは検査済証【写し】又は令和６年６月 30
日以前に建築されたことを証する登記事項証明書【原本】
※　登記事項証明書【原本】は、不動産番号の記載又は住宅の登記事項証明書【写し】
の添付に代えることができます。

□

3
（適用要件３の B に該当する場合）
都道府県・市区町村等の令和５年 12 月 31 日以前に建築確認を受けたこと
を証する確認済証【写し】又は検査済証【写し】

□
※　「その他の住宅」は『（特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算明細書』の二面番号「５」の「新
築住宅又は買取再販住宅」欄にて計算します。

➡　ご準備できましたら、12ページの計算明細書の作成へお進みください。

その他の住宅の新築等に係る住宅借入金等特別控除A6
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５ 特例対象個人に係る事項等

6

●　区分の欄には、新築住宅の認定住宅又は買取再販認定住宅等に入居した方が、特例対象個人に係る用語の説明
（４ページ）の①又は②に該当する場合は「７」、③に該当する場合は「８」、①及び③又は②及び③のように
両方に該当する場合は「９」を記載します。
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6

●　『住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証明書』又は調書方式に対応した金融機関等に対して適用申請書を
提出している方が、国税当局から提供を受けた住宅借入金等の年末残高情報（以下「証明書等」といいます。）
に記載又は記録されている借入金等の区分に応じて、それぞれ「住宅のみ」、「土地等のみ」及び「住宅及び土地
等」の欄に記載します。

●　⑤の欄には、『住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証明書』又は証明書等に記載された「年末残高」の額
を記載します。マイナンバーカードの発行を受けていない等の理由により、マイナポータルを通じて年末残高等
の情報を受け取れない方については、お手元の返済計画表等の書類により、ご自身で年末残高を確認し、確定申
告書に入力・記入する必要があります。

●　⑤の区分の欄には、調書方式に対応した金融機関等に対して適用申請書を提出している方のうち、住宅借入金
等の全てが調書方式の場合は「１」を、一部が調書方式の場合は「２」を記載します。
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※　調書方式に対応した金融機関等に対して適用申請書を提出している方の場合は、マイナポータル連携により、マイナ
ポータルを通じて年末残高等の情報を受け取ることができるので、②住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証明書の添
付は不要です。

■留意事項■
確定申告において「その他の住宅」を選択した場合、その後、修正申告や更正の請求によって「認定住宅等の新築
等」、「ZEH水準省エネ住宅又は省エネ基準適合住宅の新築等」への変更はできません。

年末残高等証明書（※）

年末残高等証明書（※）

■住宅借入金等特別控除の控除期間および控除額について■
～新築等・買取再販住宅の場合～

住宅の区分 居住の用に供した年 控除期間 各年の控除額の計算（控除限度額）

認定長期優良住宅
認定低炭素住宅

令和６年
13 年

年末残高等× 0.7%（31.5 万円）（※１）

ZEH水準省エネ住宅 年末残高等× 0.7%（24.5 万円）（※２）

省エネ基準適合住宅 年末残高等× 0.7%（21 万円）（※３）

その他の住宅 10 年 年末残高等× 0.7%（14 万円）（※４）

※１　特例対象個人の方が、特例の適用を受ける場合は、控除限度額が35万円になります。
※２　特例対象個人の方が、特例の適用を受ける場合は、控除限度額が31.5万円になります。
※３　特例対象個人の方が、特例の適用を受ける場合は、28万円になります。
※４�　その他の住宅の新築等のうち、A6 の適用要件を満たさないものは、住宅借入金等特別控除を受けることは

できません。

～中古住宅の場合～

住宅の区分 居住の用に供した年 控除期間 各年の控除額の計算（控除限度額）

認定長期優良住宅
認定低炭素住宅

令和６年 10 年
年末残高等× 0.7％（21 万円）ZEH水準省エネ住宅

省エネ基準適合住宅

その他の住宅 年末残高等× 0.7％（14 万円）
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6

◯新築住宅を購入した場合（A1に該当する認定住宅・共有者なし・建物、土地代金
区分表示あり、特例対象個人に該当）

６
６

６
６

※　調書方式に対応していない金融機関からの借入れの場合

６

６
36

本人が40歳未満、かつ、控除対象配偶者と19歳未満の扶養親族を有する・・・※１
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※1

※2

※２

6
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令和

所得の種類 収 入 金 額 必要経費等 差 引 金 額

整理
番号

収 入 金 額 源泉徴収税額

他都道府県の事務所等

所得
金額

寡婦

死別
離婚

生死不明
未 帰 還

非 課 税 所 得 な ど 損益通算の特例適用前の
不 動 産 所 得

不動産所得から差し引いた
青 色 申 告 特 別 控 除 額

屋 号
住 所

氏 名
フリ ガナ

円

円円円

円

事業用資産の譲渡損失など

第
二
表

円

保 険 料 等 の 種 類 支払保険料等の計 うち年末調整等以外

新 生 命 保 険 料

旧 生 命 保 険 料

新個人年金保険料

旧個人年金保険料

介 護 医 療 保 険 料

円円

損害を受けた資産の種類など

・ ・
円円円源泉徴収税額の合計額

種 目

ひとり親
勤労学生

年調以外かつ
専修学校等

障害者
特別
障害者

特例適用
条 文 等

非上場株式の
少額配当等

給与、公的年金等以外の
所得に係る住民税の徴収方法

障 害 者

特個 同一国外障 特障

続柄氏 名 生 年 月 日

・ ・
明･大
昭･平

個 人 番 号

上記の配偶者・親族・事業専従者
のうち別居の者の氏名・住所

所得税で控除対象配偶者
な ど と し た 専 従 者

円

事業専従者の氏名 個 人 番 号 続柄 生 年 月 日 従事月数･程度･仕事の内容
円明･大

昭･平 ・ ・

年調

国外居住 住宅

地 震 保 険 料

旧長期損害保険料

円円

円円

住 民 税

明･大
昭･平 ・ ・

別居

特個 16障 特障 年調 別居

特個 16障 特障 年調 別居

特個 16障 特障 年調 別居

特個 16障 特障 年調 別居

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

・ ・
明･大
昭･平･令

非居住者
の 特 例

配当割額
控 除 額

株式等譲渡
所得割額控除額

寄附先の
名 称 等

寄附金
円

国外

障 害 者

障 特障

続柄 生 年 月 日
明･大
昭･平

個 人 番 号

寡婦・ ・
円

税理士署名・電話番号

（ － － ）

調整

所 得 税 及 び
復興特別所得税年分の の 申告書

○ 所得の内訳（所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額）
給与などの支払者の｢名称｣
及び｢法人番号又は所在地｣等

円 円

所得の種類

50

社
会
保
険
料
控
除

小
規
模
企
業
共
済
等
掛
金
控
除

⑬⑭

⑮
生
命
保
険
料
控
除

⑯
料 

控 

除

地
震
保
険

本人に関
する事項
（⑰～⑳）

○ 雑損控除に関する事項(㉖)
損 害 の 原 因 損 害 年 月 日

損害金額
保険金などで
補塡される
金 額

差引損失額の
うち災害関連
支出の金額

○ 寄附金控除に関する事項(㉘)

○ 配偶者や親族に関する事項（⑳～㉓､34､39､44）

配偶者

その他

○ 事業専従者に関する事項（59）
専従者給与(控除)額

○ 住民税・事業税に関する事項

住
民
税

事
業
税

円 円 円 円
特別徴収 自分で納付

都道府県､市区町村
への寄附

（特例控除対象）
円 円 円 円

退職所得のある配偶者・親族の氏名 退職所得を除く所得金額 その他 寡婦・ひとり親

ひとり親

月
日開始・廃止前年中の

開（廃）業
番
号

氏
名

住
所

氏
名

給
与

税理士法書面提出
30条 33条の2

○ 総合課税の譲渡所得、一時所得に関する事項（⑪）

共同募金､日赤
その他の寄附

都道府県
条例指定寄附

市区町村
条例指定寄附

管
理

区
分

一連
番号

法 項 号

（
令
和
六
年
分
用
）
○
第
二
表
は
、
第
一
表
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
○
国
民
年
金
保
険
料
や
生
命
保
険
料
の
支
払
証
明
書
な
ど
申
告
書
に
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
書
類
は
添
付
書
類
台
紙
な
ど
に
貼
っ
て
く
だ
さ
い
。整

理

欄

申告
区分
特例適
用条文

申告等
年月日 年 月 日

条
の の

所得
種類
申告
期限 年 月 日

補
完

国税　花子 ××××××××××××

国税　ハル 子××××××××××××

（確定申告書第二表）
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令和６年６月30日

A6に該当する住宅を購入した場合
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令和６年６月２０日新築
〔令和６年６月２８日〕

令和６年６月２８日

令和６年６月２８日
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令和６年６月２８日

６ ７
36 ６

※　調書方式に対応していない金融機関からの借入れの場合

申告書を申告期限内に提出することで ４
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